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オンラインゲームと世界と日本の資金決済法

１、日本の資金決済法と世界ルールとの比較

２、業界としての対応

３、今後の政治での検討課題

一般財団法人情報法制研究所
専務理事 江口清貴



一般財団法人 情報法制研究所

日本の「自家型前払式」への規制

例、日本のアプリで１億円分を発行した場合

①まずはプラットフォーマーに３０％の３０００万円を支払い

②日本の資金決済法で５０％の５０００万円を供託金に

手元には残りの２０％の２０００万円だけ残る。
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自家型前払式への日本の５０％供託金の規制

・自家型前払式支払手段とは、前払式支払手段の発行者（発行者と資本関係がある
等密接な関係がある者を含みます。）から商品の購入やサービスの提供を受ける場
合に限り、これらの対価の弁済のために使用できる前払式支払手段をいいます。

・第三者型前払式支払手段とは、前払式支払手段の発行者以外の第三者から商品
の購入やサービスの提供を受ける場合にも、これらの対価の弁済のために使用でき
る前払式支払手段をいいます。

第三者型には世界的に規制あり。自家型に供託金の規制がある国は少ないため、日本の
競争力の阻害要因になっている。
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自家型前払式への日本だけの特殊な経済規制が
成長戦略の阻害要因？

「前払式自家型の仮想通貨」に、発行残高の５０％も
の供託金を必要とする特殊な過剰規制が最大の理由
と言われています。

「前払式第三者型の仮想通貨」に対して規制を課して
いる国はありますが、「前払式自家型の仮想通貨」に
対して巨額の供託金を要求する経済規制は先進国の
中で日本だけです。

例えば世界中で流行しているポケモンＧＯのコインを
含む様々なＩＴサービスに対して、発行残高の５０％の
供託金という非常に厳しい規制を課している国は、か
なり探しても見当たりません。

• ＯＥＣＤ35カ国の中で「前払式自家型」に50％の供託金を課している国はあるのか？
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現金（円）
一次通貨 二次通貨

（交換目的）

自社アイテム
（使用目的で
なくならない）自社アイテム

（使用目的で
消化しない）
例、剣・鎧

自社アイテム
（使用目的だが交換も可能）

例、キャラ

○要50％供託金
○要50％供託金

×不要

×不要

△ 供託金についての基準は曖昧でルール策定が必要

他社アイテム
や他社商品

前払式第三者型の仮想通貨
となり厳しい規制

世界的には他社にまで権利が及ぶと「前払式第三者
型」になると通貨並みの厳しい規制が発生。
日本では自社決済や自社コンテンツだけの「前払式
自家型」で巨額の供託金が必要なので経済成長を著
しく阻害している。

△ 前払式と認定されるリスクに備えた準備が必要→ゲームのス
ペックが重くなり、ゲームの快適性を奪う→競争力がなくなる

△ 前払式と認定された場合、突然多額の供託金を用意する必要性
が→資金難になる可能性

曖昧で重い供託範囲
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曖昧な供託範囲への対応
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 オンラインゲーム業界では、学識経験者と事業者で構成される「ゲーム業界
の資金決済法対応に関する研究会」を立ち上げて、検討を実施。

 2017年1月から5回の議論を行っているが、学識経験者の目から見ても、供
託範囲を明らかにするのは困難であることが示されている。

 業界団体では、安全サイドに倒したガイドラインを作成して、対応する予定。

学識経験者

板倉 陽一郎 ひかり総合法律事務所 弁護士

菊池 尚人 一般社団法人融合研究所 代表理事

沢田 登志子 一般社団法人ECネットワーク 理事

実積 寿也 中央大学総合政策学部 教授

田中 幸弘 新潟大学大学院実務法学研究科 教授

玉井 克也 東京大学先端科学技術研究センター 教授

堀 天子 森濱田松本法律事務所 弁護士

松本 恒雄（主査） 独立行政法人国民生活センター 理事長

森 亮二 英知法律事務所 弁護士
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コストの増加

ゲーム内アイテムの何が前払式に該当するのか不明

企業 監督官庁

該当性の検討
検討部門の設置

企業からの問い合わせ対応
無数のアイテムへの理解・検討

お互いに大きなリソースを割く必要性が出てくる。

本当にこのような状況が、「資金決済システムの安全性、効率性及び利便性の
向上に資する」（資金決済法1条）のか？
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LINEの検討プロセス
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参考例：アイテムリスト

・アイテムリストとは、ゲーム内のアイテムの入手経路、使用方法などを示したリスト
下図はリストの一部分のみを表示したもの。アイテムの仕様に変更があればつど修正
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参考例：相関図

・相関図とは、ゲーム内のアイテムの関係を示した図
関係性が変われば、つど相関図を更新させる。
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イコールフッティング
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 資金決済法は、海外事業者に対しても、日本向けにサービスをしていれば
同様の規制をかけることができるように構成されている。

 しかし、諸外国には同様の規制がないため、海外事業者は本規制につ
いて認知していないことが多い。

 金融庁殿に積極的な摘発をしていただく必要がある。

 日本の事業者は日本で得た利益をもって、新たな開発を行い、世界展開を
目指している。

 このとき、日本の事業者が開発費用にかけられる資金は、供託する分
だけ減少することになる。
 開発費用＝売上－PF費用（3割）－各種コスト－供託金

 諸外国の事業者は、各国内で得た利益の全てを次回作の開発費用へ
と回すことができる
 開発費用＝売上－PF費用（3割）－各種コスト

 日本国内の競争だけを考えればイコールフッティングが考えられているが、
開発資金などを考えると、イコールとは言い難い状況にある



一般財団法人 情報法制研究所

議員連盟への要望

・海外企業と日本企業の市場の競争条件
を同じにして頂くように検討して頂きたい。

クールジャパン戦略のコンテンツ輸出額の9割以上がゲームで
ある事を踏まえ、経済成長のために、日本と海外が同じ条件で
競争できるようにイコールフィッティングの観点から分析をいた
だければ幸いです。

また、将来的には、海外の自家型前払式への供託金額を分析
し、経済成長への投資にも資金を活用できるように、制度の見
直しを検討いただければ幸いです。


